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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月

売上高 (千円) 4,519,2174,475,4924,469,1054,319,5303,838,926

経常利益 (千円) 590,357 604,530 659,228 664,953 509,285

当期純利益 (千円) 332,132 314,263 321,032 379,757 297,484

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 444,000 444,000 444,000 444,000 444,000

発行済株式総数 (株) 3,900,0003,900,0003,900,0003,900,0003,900,000

純資産額 (千円) 2,909,2782,941,2652,951,3823,274,5433,545,452

総資産額 (千円) 4,012,7113,854,6553,714,9093,976,9554,190,735

１株当たり純資産額 (円) 745.98 754.19 755.76 837.60 905.79

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配
当額)

(円)
25.00

 

(―)
 

30.00
 

(―)
 

25.00
 

(―)
 

30.00
 

(―)
 

30.00
 

(―)
 

１株当たり当期純利益 (円) 85.16 80.58 82.32 97.38 76.28

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 82.17 96.97 75.78

自己資本比率 (％) 72.5 76.3 79.3 82.1 84.3

自己資本利益率 (％) 11.4 10.7 10.9 12.2 8.8

株価収益率 (倍) 22.7 9.3 6.5 7.0 10.1

配当性向 (％) 29.4 37.2 30.4 30.8 39.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 413,637 305,154 206,807 445,830 369,974

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △658,381△93,353△158,897 930,325△96,229

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,998 △97,539△116,996△97,497△117,050

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 777,630 891,892 822,8052,101,4642,258,158

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
88
(43)

99
(103)

90
(109)

89
(124)

86
(118)
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(注) １．当社は、連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第24期の「１株当たり配当額」には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当５円を含んでおります。

５．第23期および第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しており

ません。

６．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）を

表示しております。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

昭和59年11月
東京都中央区において、「配偶者選択過程における、結婚適合性診断とそれに基づく情報提供と見
合いの斡旋」を目的として株式会社ツヴァイを創立する。

昭和60年２月 東京本社営業開始

昭和60年８月 大阪支社営業開始

昭和60年11月 名古屋支社営業開始

昭和63年３月 アルバム方式からモニター画面を利用した写真サービスの実施

平成２年11月 結婚情報サービス協議会に加盟

平成３年３月 法人会員コース発足

平成５年11月 10周年記念事業、成婚者ＯＢ会（エバーグリーンサークル）発足とパーティ開催

平成６年１月 月会費制度開始（全額前納制から変更）

平成６年３月 誌上による出会いサービス「出会いの広場」開始

平成11年３月 プライバシーマーク認証取得

平成11年９月 新宿支社営業開始

平成14年３月 横浜支社移転

平成15年２月 本社移転（東京都中央区八重洲から東京都千代田区内幸町へ）

平成15年11月 新宿支社移転

平成16年９月 ＩＳＭＳ認証、ＢＳ７７９９認証同時取得

平成16年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年６月 結婚相手紹介サービス連合会を結成および加盟

平成17年12月 ＩＳＯ２７００１認証取得

平成18年３月 結婚情報サービス協議会を脱会

平成19年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成20年２月 ジャスダック証券取引所の上場廃止

平成20年２月 前受金保全措置の実施

平成20年５月
結婚相手紹介サービス連合会および結婚情報サービス協議会統合のうえ、結婚相手紹介サービス
協会設立

平成20年12月 結婚相手紹介サービス業認証（マル適マーク）取得
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３ 【事業の内容】

(1) 事業の概要

当社の主な業務は、配偶者選択に関して、当社からの情報の提供を主な目的とする入会契約を当社と締

結した会員に対して、会員の結婚に際して希望する条件、価値観等の情報を分析し、相性が合うと判断さ

れる会員同士を検索し、かかる双方の会員に関する情報を双方に同時に提供するサービス（以下「結婚

相手紹介サービス」といいます。）および付帯する引き合わせサービス、パーティ・イベントの開催およ

びブライダルサービスの紹介等を行っております。当社は、これらの業務を、事業区分等を設けることな

く単一の事業として営んでおります。

また、当社は親会社であるイオン株式会社を中心とするイオングループのサービス事業を営む企業と

して位置付けられており、当社はイオン株式会社との間に資金の寄託運用等の取引を行っております。 

当社の売上高は、①入会金売上（登録料および活動サポート費）、②情報提供料、③パーティ売上およ

び④その他（ブライダルサービスに伴う手数料等）により構成されております。これらの詳細につきま

しては、下記「(3) 主な会員コース」および「(4) 会員へのサービス」、ならびに後記「第２ 事業の状

況 ２ 生産、受注及び販売の状況　販売実績」をご参照下さい。

　

当社は、特に会員の個人情報の保護への対応および法人会員制度等を特徴とした営業活動を行い（詳

細は下記「(5) 当社の特徴」をご参照下さい。）、会員数の増加につなげております。平成19年２月期末

から平成23年２月期末までの会員数および男女別会員数は以下のとおりです。

　

　
第23期末

(平成19年２月期末)
第24期末

(平成20年２月期末)
第25期末

(平成21年２月期末)
第26期末

(平成22年２月期末)
第27期末

(平成23年２月期末)

会員数（千人) 39.6 39.4 39.0 38.2 35.5

　 男性（千人) 18.9 19.3 19.2 18.7 17.2

　 女性（千人) 20.7 20.1 19.8 19.5 18.2
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[事業系統図]

　
(注１)　後記「第２　事業の状況　４　事業等のリスク （1）情報管理体制について　② 業務委託先における情報管理体

制について」をご参照ください。

(注２)　双方向ベストマッチングシステム、ツヴァイ・コンタクトシステム、出会いのセッティングサービスにつきまし

ては、「(4) 会員へのサービス」をご参照ください。

(注３)　マリッジコンサルタントとは、応募者に、サービス内容、会員規約の説明および入会手続き等のサポートを担当

業務とする者のことであり、当社と雇用契約または業務委託契約をしております。

(注４)　アドヴァイザーとは、入会後の会員からのシステムについてのお問い合わせや会員活動のサポートを担当業務

とする者であり、手紙、電話、インターネットおよび面談による相談等を行っております。

(注５)　コーディネーターとは、紹介された会員との面会のための場所、時間の調整等の出会いのセッティングサービス

をする者のことであり、当社と業務委託契約をしております。
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(2) 会員登録までの流れ

①　コンサルティングまで

　
(広告出稿)……………………定期的に新聞広告、雑誌、Web等の媒体で会員募集広告を出稿してお

ります。

(問合せおよび資料請求)……当社の運営する会員組織への入会に興味を持った応募者より、本社、

支社または営業所に電話、電子メール、はがき等で問合せまたは資料

の請求が入ります。

(コンサルティングの予約)…マリッジコンサルタントより資料の請求があった応募者に当社の資

料を郵送します。後日、資料を送付した応募者とコンサルティングの

日時を決めます。

　

②　会員登録まで

　
(コンサルティング)…………本社、支社または営業所に来訪した応募者に、マリッジコンサルタン

トが、当社の概要、システムおよび入会の手続き等について説明をし

ます。

(モニタリング)………………応募者自身のタイプ、また、応募者の結婚相手としてふさわしいパー

トナーのタイプを的確に把握するために、応募者の趣味、考え方、結

婚への理想等について、専用端末にお客さまとともにデータを入力

することにより、在籍している会員中からコンピュータが、相性が合

うと考えられる会員をリアルタイムで検索します。当社は、適合する

パートナー候補人数を確認し、応募者の希望、パートナー候補人数等

に応じ、応募者に対して適切なコースを勧めます。

(入会手続き)…………………入会申込みの際は、入会契約書の締結、市区町村の発行する独身証明

書、収入証明書および卒業証明書の提出ならびに登録料および活動

サポート費（入会契約締結後１週間以内に支払）が必要となりま

す。入会に必要な書類がすべて整い次第、入会審査を実施します。入

会審査の終了と同時に会員登録されて正式入会となり、会員証を送

付します。会員登録が行われなかった場合、入会契約は効力を失いま

す。
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(3) 主な会員コース

平成23年２月20日現在の主な会員コースは以下のとおりです。

　

コース名 特徴 紹介人数
出会いの
セッティング

登録料 活動サポート費 情報提供料

サポート重視 都市圏対応のコース
年間72名
以上

年間 24回 30,000円 138,600円月額 13,020円

出会い応援 地方圏対応のコース
年間24名
以上

年間 12回 30,000円 98,700円月額　8,400円

ダイヤモンド
専任担当による活動
サポート

年間60名
以上

年間 36回 30,000円 453,000円月額 19,950円

(注)　上記登録料、活動サポート費および情報提供料の金額は、消費税等を含みます。

(登録料)…………………会員登録手続きに必要な初期費用として入会時に一括して受領する料金をいいます。

(活動サポート費)………施設費用等会員活動を維持するのに必要な費用を入会時に一括して受領する料金をい

います。金額はコース毎に設定しており、中途解約時には返還金計算の対象となりま

す。

(情報提供料)……………パートナー紹介書が提供された月に受領する料金で金額はコース毎に設定しておりま

す。

　

(4) 会員ヘのサービス

①　パートナー紹介書の郵送・電送および出会いの機会の提供

当社は、相性・適合性診断に基づいて会員に対して結婚相手候補となるべき会員を紹介するために

双方向ベストマッチングシステムと称するシステムを採用しております。会員の希望する条件に適合

する候補者の選択と同時に候補者側の希望する要素をその会員がどの程度満たしているかを双方向で

コンピュータが分析・検索をします。

互いの希望条件が合致した会員双方にパートナー紹介書を同時送達します。パートナー紹介書を各

会員に対し月間２度郵送・電送することにより、当該会員と相性が適合すると考えられる会員を紹介

します。紹介人数はコースにより異なります。パートナー紹介書には、相手会員の写真、姓、連絡先等の

情報は掲載しておりません。

　

パートナー紹介書で紹介された相手会員とのコンタクトを希望する会員は、写真閲覧サービス、ツ

ヴァイ・コンタクトシステムおよび引き合わせサービスを利用できます。

　

(写真閲覧サービス)…………………当社の本社、支社および営業所の専用端末にて、紹介された相手

会員の写真を閲覧できるサービスを提供しています。相手会員

の写真は、プライバシー保護のため、当社の専用端末に、パート

ナー紹介書に掲載された相手会員の会員番号を入力して閲覧し

ます。
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(ツヴァイ・コンタクトシステム)…紹介された会員同士のコンタクト申込みおよび申込みへの返事

を、マイページサービス、携帯電話（Webサイト）、インターネッ

ト（会員専用ホームページ）または電話（自動音声対応）で24

時間受け付けるシステムをいいます。会員が、手元に届いたパー

トナー紹介書に記載された相手会員とのコンタクトを希望する

場合、当社は24時間「ツヴァイ・コンタクトシステム」で申込

みを受け、相手会員にコンタクト申込みの意志を伝えます。当該

相手会員へのコンタクトの希望があった旨の通知には、連絡先

などの個人情報は一切含まれておりません。相手会員がコンタ

クト希望を承諾した場合に限り、当社が双方に各々の連絡先を

伝えます。

(出会いのセッティング)……………　

　　　　　　　　　　　

会員の希望により、紹介された会員との面会のための場所、時間

の調整等を準備するサービスです。コーディネーターが当該

サービスを行います。

　

②　パーティおよびイベント等の開催

複数の会員と一度に出会える機会としてパーティ、イベントおよびセミナーを当社が主催しており

ます。全国各地で、会員を対象とした、10人前後の小パーティから300人を超える大パーティに加え、趣

味を活かしたクッキングパーティ、ゴルフ、ボウリング等のスポーツ大会、クルーザーを借り切ったイ

ベント等を適宜開催しております。また、会員を対象とし、当社が専門家を招いて主催する、話し方、服

装の着こなし等に関する各種セミナーを全国各地で開催しております。

　

③　会報誌「Ｄuo[デュオ]」の発行

会報誌「Ｄuo[デュオ]」は、パーティ・イベント情報、役立つセミナー情報、自分のＰＲメッセージ

でお相手を募集する「出会いの広場」をはじめ、出会いやデート、上手な交際術などの特集を満載し

た、当社での活動をよりスムーズにしていただくための恋愛・結婚情報誌となっております。毎月発行

し、全会員に配布しております。

　

④　会員活動のサポート

必要に応じて、当社アドヴァイザーがシステムについての質問をはじめ、相手会員への返事や、交際

について迷っている時等の会員活動期間中の会員からの相談を受けます。当社アドヴァイザーは、社員

であり、手紙、電話、インターネットおよび面談による相談を行っております。

　

⑤　ブライダルサービスの紹介等

婚約から挙式までの無料相談サービスをはじめ、会員には、提携ホテル・結婚式場、ブライダル関連

商品、新婚旅行等を、特典または割引をもって紹介しております。
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(5) 当社の特徴

当社のサービスの特徴は、①個人情報保護への対応および②法人会員制度にあります。

　

①　個人情報保護への対応

当社は平成11年３月に財団法人日本情報処理開発協会より、プライバシーマーク(注１)の使用許諾

企業として認定を受けております。また、平成16年９月に、ＩＳＭＳ(注２)の認証およびＢＳ７７９９

(注３)の認証を同時取得しております。さらに、平成17年10月国際標準化機構（ＩＳＯ）によりＢＳ７

７９９をベースとした情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ２７００１（注

４）」が発行されたことにいち早く対応し、平成17年12月に規格発行から２ヶ月という短期間で「Ｉ

ＳＯ２７００１」を取得しております。

　

当社では会員へ送付するパートナー紹介書に、個人情報保護およびプライバシー保護の観点から、相

手会員の会員番号、ファーストネーム等、最小限の情報を記載しており、相手会員の写真、姓および連絡

先等の個人を特定できる情報は掲載しておりません。パートナー紹介書が手元に届いた際の相手会員

の写真閲覧方法は、当社の本社、支社および営業所に設置した専用端末での会員番号入力による閲覧に

限定しております。

会員の個人情報を取り扱うメインサーバーは、社内専用回線のみ接続可能であり、外部からの不正ア

クセスを防ぐため、インターネットとは接続させておらず、物理的に遮断しております。当社では、社内

専用回線の各端末に、個人毎のアクセス権限を設定し、漏洩を防ぐための牽制機能を持たせておりま

す。

また、本社執務室内への不正入室を防ぐため、本社従業員は暗証番号認証および指紋照合認証により

入室管理しております。本社執務室内のメインサーバー室内への入室は、限定された者のみが、暗証番

号認証と指紋照合認証により入室可能となっております。

　

(注１)　プライバシーマークとは、財団法人日本情報処理開発協会により付与される個人情報の取り扱いに関する

評価認定制度の１つです。ＪＩＳ規格であるＪＩＳＱ１５００１に準拠した個人情報の取り扱いに関す

るコンプライアンスプログラム（個人情報保護措置）に基づいて審査を行い、個人情報を正しく扱って

いる企業を認定します。

(注２)　ＩＳＭＳとは、財団法人日本情報処理開発協会が、平成14年４月から運用を行っている情報セキュリティ

マネジメントシステムに関する適合性評価制度です。旧通商産業省の「情報処理サービス業情報処理シ

ステム安全対策実施事業所認定制度」に代わる第三者認証制度として運用されています。

(注３)　ＢＳ７７９９とは、British Standard Institution（英国規格協会）によって規定される、企業・団体向

けの情報システムセキュリティ管理のガイドラインです。審査は、英国貿易産業省によって権威付けされ

たUnited Kingdom Accreditation Service（英国認定サービス）の下、ＢＳ７７９９審査機関として認

定された各国の企業・団体により実施されます。

(注４)　ＩＳＯ２７００１とは、平成17年10月15日に、International Organization for Standardization（国際

標準化機構）により発行された情報セキュリティマネジメントシステムに関する国際標準規格です。実

際の認証制度の運用はＩＳＯ加盟各国の認定機関が行い、審査は各国認定機関により認められた審査機

関により実施されます。この規格は、ＢＳ７７９９－２：２００２をベースとして作られております。Ｉ

ＳＯ２７００１の発行に伴い、一定の移行期間を経て、ＩＳＭＳ認証やＢＳ７７９９認証はすべてＩＳＯ

２７００１に収斂されることとなります。
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②　法人会員制度

法人会員制度は、平成３年３月より設けており、各法人の福利厚生の一環として利用されておりま

す。当社は、平成23年２月20日現在、750の企業、労働組合および団体との間で、その社員、組合員および

職員ならびにその家族（親、子および兄弟姉妹）に当社が法人会員コースとして設定する内容の結婚

相手紹介サービスを提供することを内容とする契約を締結しております。

　

　
第23期末

(平成19年２月期末)
第24期末

(平成20年２月期末)
第25期末

(平成21年２月期末)
第26期末

(平成22年２月期末)
第27期末

(平成23年２月期末)

法人契約数 651 683 706 725 750

　
官公庁およ
び地方自治
体

63 64 64 66 72

　
その他企業
および団体

588 619 642 659 678

　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

提出会社の
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

イオン株式会社
千葉県千葉市
美浜区

199,054
純粋持株会
社

69.66
(4.51)

役員の兼任　１名

(注) １．有価証券報告書を提出しております。

２．議決権の被所有割合の（　　）内は、間接所有割合で内数であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成23年２月20日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

86(118) 42.0 7.9 4,321

(注) １．従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー及びマリッジカウンセラー社員）の年間の平均雇用

人員（月160時間換算）であります。

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

11/84



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　当事業年度における当社をとりまく経済環境は、その後半において、一部、個人消費など、回復の兆しは

見えたものの、雇用情勢等においては、依然、不透明な状況が続きました。

　このような環境の中、「幸せを創る」ことを事業としている当社の社会的な役割は益々大きくなってお

り、当社は、その存在意義である「一人でも多くの幸せなカップルをつくる」ための取り組みを進めてま

いりました。

　当事業年度においては、将来の成長を見据えた中長期的視点に立ち、「より多くのお客さまにサービス

を利用していただける施策の実施」「会員サービスの充実」「将来に向けた新しいサービスの開発」を

重点に取り組んでまいりました。

　

①「より多くのお客さまにサービスを利用していただける施策の実施」

　お客さまに当社のサービスをもっと良く知っていただく取り組みとして、メディアミックスの最適化に

取り組むとともに、より細やかな情報発信の実現に向けてホームページの抜本的見直しを実施いたしま

した。

　広告におきましては、新聞媒体において、５日間連続で当社の結婚に対する姿勢を「先人の言葉」とし

て掲載するチャレンジをいたしました。また、ホームページについては、その重要性と位置付けを再評価

し、よりタイムリーに情報やコンテンツの追加、修正ができる仕組みを構築いたしました。

　また、女性専用の情報サイトである「ウーマンツヴァイ」を開設するなど、インターネットを通じた新

しいお客さまの開拓に努めております。

　経済環境の変化に対応した取り組みとして、第３四半期よりお客さまの初期費用の軽減ニーズに応える

新コースを開発・提案しご利用いただきました。

　また、「コンサルティング能力の向上施策」として、トレーナー制度を導入し、直接お客さまに接するマ

リッジコンサルタントの技術訓練を実施いたしました。

　

②「会員サービスの充実」

　当事業年度においては、入会後３ケ月以内の会員さまを対象に、会員フォロー活動の強化に努めました。

具体的には、実際にサービスをご利用いただき、不明な点やその活動の状況に対し集合ガイダンスや個別

アドバイスを実施いたしました。また、より営業店舗でのお客さまとの接点強化を図り、人を介した出会

いの機会を増加させる取り組みも推進いたしました。

　インターネットにて会員活動を支援するマイページサービスについては、機能の追加と利用率の増加の

取り組みを実施いたしました。

　

③「将来に向けた新しいサービスの開発」

　当社は平成23年2月期をスタートとする中期経営計画を策定し、「既存事業の再構築」「新しい事業・

サービスの開発」「アジアへの進出」を推進してまいります。

　当事業年度においては、そのスタート前の基盤整備といたしまして、お客さまの価値観の変化に対応し、

且つ従来のお相手紹介の仕組みである双方向ベストマッチングシステムを補完、更にその付加価値を上

げる新しい価値観マッチングの仕組み「出会いの羅針盤　愛・コンパス」(※1)の開発に取り組みまし
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た。これにより、ご自身とお相手を更に深く知ることが可能となり、出会いの機会が拡大することで成婚

退会率(※2)の向上および当社の収益拡大に寄与してまいります。

　また、新しい事業・サービスの開発につきましては、シニア層への取り組みとして「繋ぐ」ことをコン

セプトとした新しいサービスの開発に取り組みました。

　
※1「出会いの羅針盤　愛・コンパス」とは、価値観や大切にしているライフスタイルなどを可視化

し、自分自身の結婚観への気づきとお相手との価値観の共有に重点をおいたマッチングの仕組

みです。

※2 成婚退会率とは、退会された会員数の内、「結婚・婚約・交際」を理由に退会された会員数の割

合です。

　
　以上の取り組みを進め、成長への基盤づくりに成果はあったものの、その成果には時間がかかり新規入

会者は、昨年を下回る結果となっており、当事業年度の売上高は、38億38百万円（前期比11.1％減）とな

りました。

　損益面においては、事務センターの稼動等、昨年来より実施しておりますコスト構造改革を更に進め、売

上原価と販売費及び一般管理費の合計で昨年より３億27百万円の削減をいたしましたが、売上高の減少

をカバーするには至らず、営業利益４億78百万円（前期比24.2％減）、経常利益５億９百万円（前期比

23.4％減）、当期純利益２億97百万円（前期比21.7％減）となりました。

　　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて１億56百

万円増加し、22億58百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、３億69百万円（前期比83.0％）となりました。

収入の主な内訳は、税引前当期純利益５億９百万円、減価償却費１億19百万円、金銭の信託の減少額59

百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額２億84百万円と前受金の減少額39百万円でありま

す。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、96百万円（前事業年度は９億30百万円の収入）となりました。

その主な要因は、有形固定資産の取得41百万円と無形固定資産の取得56百万円による支出であります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、１億17百万円（前期比120.1％）となりました。

その主な要因は、配当金の支払額１億16百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、会員に対する自己の配偶者選択に関する情報提供を主としたサービスを事業としているため、生

産、受注および仕入の状況は記載しておりません。

　

販売実績

当期における販売実績を売上種類別に示すと、次のとおりであります。

　

種類別
第27期

(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

前期比
（％）

入会金売上（注２） (千円) 937,609 73.4

情報提供料 (千円) 2,673,544 95.3

その他 (千円) 227,771 96.0

合計 (千円) 3,838,926 88.9

　(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２．入会金売上には、登録料と活動サポート費収入が含まれております。

　

３ 【対処すべき課題】

当社は以下の中期経営計画に基づき、その実現に向け着実に取り組みを進めてまいります。

　
「既存事業の再構築」

　既存事業において、その潜在需要を顕在化させることによる事業規模の拡大および明確な差別化を実現す

ることで、一人でも多くの幸せなカップルをつくり、成婚退会率の向上を実現してまいります。

　　・マーケティング・プロモーション戦略の抜本的な変更

　　・店舗戦略の見直しによるショッピングセンターを始めとした商業施設への出店

　　・組織、訓練制度改革によるマリッジコンサルタントの育成強化

　　・会員サービスの充実による会員満足の向上

　
「新しい事業・サービスの開発」

　人口構成の変化に対応し、増加するシニア層を中心に新しい収益の柱となる事業の構築を実現してまいり

ます。また、当社の強みである人によるサービスに加えインターネット型サービスの利便性を融合させた新

しいモデルでのサービスを開発してまいります。

　　・シニア向け出会いサポート事業の充実

　　・新しいコミュニティ事業「ツヴァイビギンズクラブ」の構築

　　・人によるサービスとインターネットサービスを融合した新サービスの開発

　
「アジアへの進出」

　中間所得層が増加をしていくアジア諸国において、イオングループのインフラを活用しながら、当社の日

本でのノウハウと各国の結婚観などを加味したサービス提供をしていくことで事業エリアの拡大を実現し

てまいります。

　　・アジア諸国での調査

　　・事業展開スキームの確立　
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４ 【事業等のリスク】

本有価証券報告書に記載した当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のある事項については、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成23年５月13日）現在において当

社が判断したものであります。

　
（1）情報管理体制について

①　当社本体の情報管理体制について

当社は、会員に関する大量の個人情報の分析および管理をコンピュータシステムを利用して行って

おります。当社では、情報漏洩等の不測の事態を防止すべく、平成16年９月にＩＳＭＳおよびＢＳ７７

９９の認証、平成17年12月にＩＳＯ２７００１の認証を取得し、情報セキュリティの徹底を図っており

ます。また、プライバシー保護の観点から会員への相手方会員に関する最小限の情報開示、個人情報を

取り扱うメインサーバーの外部からの遮断等の情報セキュリティマネジメントシステムを構築してい

る他、プライバシーマークの更新、定期的な社員教育、内部監査の徹底等、コンプライアンス面における

情報管理体制も充実を図るべく注力しております。

ただし、万が一事故若しくは自然災害等によってかかるセキュリティマネジメントシステムに障害

が発生した場合、または、関係者による人為的な事故若しくは悪意による情報の漏洩が発生した場合

は、当社の情報管理に多大な支障をきたし、または当社の業務に対する信用を喪失し、その後の当社の

事業展開および業績に影響を与える可能性があります。また、当社のみならず、同業他社における類似

の事態が発生した場合も、結婚相手紹介サービス事業者全般に対する信用失墜により、当社の業績に影

響を与える可能性があります。

　

②　業務委託先における情報管理体制について

当社は株式会社ジェイエスキューブと「電子計算機用データ作成業務委託に関する契約」を締結

し、当社会員組織への入会申込書に記載された個人情報をデータベースに入力する業務を委託してお

ります。

また、当社は株式会社アイネットと「アウトソーシング基本契約」を締結し当社所有のデータ管理、

出力業務および発送業務を委託しております。

当社はこれら業務委託先における個人情報管理体制について、定期的な訪問調査の実施等をしなが

ら、事業の運営を行っております。

この他、マリッジコンサルタント等の個人の業務委託先に対しては、契約時に「秘密保持」誓約書の

差し入れとともに、個人情報の適正な取り扱いができるようにしております。

ただし、万が一、これら業務委託先を原因とする情報漏洩等の問題が発生した場合には、当社の業務

運営および業績に影響を与える可能性があります。

　

（2）マリッジコンサルタントの確保について

　当社は、新規の入会応募者に対するサービス内容、会員規約の説明および入会手続き等のサポートを担

当業務として、マリッジコンサルタントと雇用契約または業務委託契約をしております。当社の事業展開

においては、マリッジコンサルタントの確保が最も重要な課題の一つであると考えております。そのため

に当社は、マリッジコンサルタントの募集を継続的に実施しているとともに、マリッジコンサルタントと

の情報の共有化を図りながら取り組んでおります。

しかしながら、今後の新規営業所開設にともないマリッジコンサルタントが計画どおりに確保できな
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い場合、また資質や能力が一定のレベルに達しない場合には、営業力の低下により当社の業績に影響を与

える可能性があります。

　

（3）法的規制等について

当社の事業展開における主要な法的規制等の概要は以下のとおりであります。

①　特定商取引に関する法律

特定商取引に関する法律は、特定商取引（訪問販売、通信販売および電話勧誘販売に係る取引、連鎖

販売取引、特定継続的役務提供に係る取引ならびに業務提供誘引販売取引をいう）を公正にし、および

購入者等が受けることがある損害の防止を図ることにより、購入者等の利益を保護すること等を目的

とするものであります。

当社による会員への結婚相手紹介等の提供は、同法における特定継続的役務取引に該当し、同法に基

づく規制を受けております。

当社は、同法および関連法令が定める項目が記載された契約書面の交付、クーリング・オフへの対応

等同法および関連法令の遵守に努めておりますが、今後同法または関連法令の改正等が生じてこれら

に迅速に対応ができなかった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

②　個人情報の保護に関する法律

平成17年４月１日全面施行の「個人情報の保護に関する法律」は、個人情報の適正な取扱いに関し、

国および地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義

務等を定めることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とす

る法律であります。

当社は、会員の個人情報を保有、管理しており、同法に定められる個人情報取扱事業者として、同法お

よび関連法令ならびに当社に適用される関連ガイドラインの適用を受けております。

当社は、個人情報取扱規定の制定等、同法および関連法令ならびに当社に適用される関連ガイドライ

ンの遵守に努めるとともに、プライバシーマークやＩＳＯ２７００１の認証取得、定期的な社員教育、

内部監査の徹底等、個人情報保護のための体制を整えているものと認識をしております。しかしなが

ら、不測の事態によって当社が保有する個人情報につき、漏洩、改ざん、不正使用等が生じた場合には、

適切な対応を行うための相当なコストの負担、当社の信用の低下、当社に対する損害賠償請求等によっ

て、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

③　不当景品類及び不当表示防止法

不当景品類及び不当表示防止法は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類および表示による

顧客の誘引を防止するため、公正な競争を確保し、もつて一般消費者の利益を保護することを目的とす

るものであります。「景品類」とはお客さまを誘引する手段として直接的・間接的を問わず、事業者が

自己の商品、役務の取引に付随して相手方に供給する物品、金銭、その他の経済上の利益であって、公正

取引委員会が指定するものであります。

当社の会員募集促進行為としての広告等の表示による宣伝は、反響の大きい有効な手段であるため、

当社では、不実の内容や誇大な表現による不当表示を排除し、不当景品類及び不当表示防止法に違反し

ないように充分に留意しております。

当社においては、上記法的規制の遵守を徹底しておりますが、万が一、広告等の内容が不実・誇大で

あると認められる事項があった場合等には、行政処分の対象となることがあり、その場合、当社の業績

に影響を及ぼす可能性があります。
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④　下請代金支払遅延等防止法

下請代金支払遅延等防止法は、下請代金の支払遅延等を防止することによって、親事業者の下請け業

者に対する取引を公正ならしめるとともに、下請事業者の利益を保護すること等を目的として、独占禁

止法の特別法として制定されたものです。

当社は、マリッジコンサルタントおよびコーディネーター等と業務委託契約を締結しており、同法の

適用があります。当社は、同法および関連法令の遵守に努めておりますが、今後かかる同法または関連

法令の改正、行政当局による対応の変化が生じた場合には、新たな義務の遵守と、それに応じた対応を

迫られ、システム対応等の費用負担が増加し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

（4）事業環境について

我が国においては少子化・高齢化が進む中で、人口減少化社会の到来をむかえておりますが、当社の事

業環境といたしましては、第二次ベビーブーム世代が30歳台を迎えるなど、当社の主要顧客層である25歳

から44歳の独身者数は増加しております。また、未婚率の上昇および晩婚化などにより、現時点では、当業

界の市場規模は拡大傾向にあるものと認識をしております。ただし、将来、当社の主要顧客層が継続的に

減少し、市場規模が縮小した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

（5）参入障壁が低いことについて

結婚相手紹介サービスを行うに当たっては、特段の許認可は必要とされず、手元資金とノウハウがあれ

ばどのような事業者であっても開始することが可能です。さらに最近では、インターネットおよび通信環

境の発達により、インターネット等を通じて、比較的低価格で結婚または交際相手の紹介等のサービスを

提供する事業者も登場しており、今後更に同様のサービス開始を試みる事業者が増加することも予想さ

れます。

かかる新規事業者が、当社と同等のサービスの提供を可能にするシステムの開発およびノウハウの蓄

積、プライバシー保護のための厳重な情報管理システムの構築、大規模会員数の確保等を行い、当社と同

等のマーケットの信頼または社会的イメージを獲得することは極めて困難であり、こうした新規事業者

の存在が、当社の業務に対し大きな影響をもたらすことはないと思われます。ただし、かかる新規事業者

との一段の差別化のための各種方策の実施および宣伝広告等によるコストの増加が生じる場合、または

対抗上活動サポート費等の減額を実施する場合、あるいは廉価かつ品質の低いサービス展開を行う新規

事業者との差別化が奏功せず、当社の社会的イメージの低下に繋がる場合などは、当社の今後の事業展

開、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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（6）広告宣伝活動が業績に与える影響について

当社の会員は成婚、その他の理由により一定の割合で退会するため、当社は継続的に新規の会員を獲得

する必要があります。そのため、当社は、当社サービスの認知度を向上させ、新規会員を獲得する手段とし

て、雑誌広告、新聞広告、インターネット広告、書店チラシ等の各種メディアを用いた宣伝活動を費用対効

果を勘案しながらも多頻度で実施しております。当社は、今後も会員募集活動のために同様の広告宣伝活

動を継続していく方針でありますが、当該広告宣伝が法令または各メディア業界ごとの自主規制によっ

て制限される等の理由により、計画通りの広告宣伝活動が展開できない場合には、当社の営業展開および

業績に影響を与える可能性があります。

　

（7）イオン株式会社との関係について

当社の親会社はイオン株式会社であり、平成23年２月20日現在、当社の議決権を子会社を含めたグルー

プ全体で69.66％（内、直接所有65.14％）保有しております。同社は、企業集団「イオン」の純粋持株会

社であります。「イオン」の事業は、ゼネラル・マーチャンダイズ・ストア（ＧＭＳ）を核とした総合小

売事業を主力事業とし、専門店事業、ディベロッパー事業、サービス等事業の拡充に努め、企業集団の多角

化を図っております。 

　当社は、企業集団「イオン」の中にあってサービス等事業部門に属しております。イオン株式会社とは、

資金の寄託運用、ブランドロイヤルティ等の取引がありますが、取引依存度は低く、親会社等からの独立

性は確保されているものと考えております。 

　イオンクレジットサービス株式会社とは、クレジットカードの加盟店契約を締結しておりますが、取引

条件は他の取引先との取引条件を勘案し決定しております。 

　イオンディライト株式会社とは、当社販促物の印刷及び特約店包装資材への封入業務等の仕入・業務委

託契約を締結しておりますが、取引条件は他の取引先との取引条件を勘案し決定しております。

また、当社は、当社の経営に対する総合的な助言を得るために、イオン株式会社より古谷寛（同社執行

役）を非常勤取締役として招聘しております。古谷寛はイオンディライト株式会社取締役会長を兼任し

ております。

現時点において、同グループ内における直接的な競合先はないものと認識しております。当社と同グ

ループとの関係は、今後とも良好に推移していくものと想定しております。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

18/84



　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

　

　
第26期

(平成22年２月20日)
第27期

(平成23年２月20日)
増減額

　 千円 千円 千円

流動資産 2,758,997 2,839,263 80,266

固定資産 1,217,958 1,351,471 133,513

流動負債 588,533 468,433 △120,100

固定負債 113,878 176,850 62,971

純資産 3,274,543 3,545,452 270,908

　

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて80百万円増加し、28億39百万円となりました。これは、主として関係

会社預け金の増加額３億円と現金及び預金の減少額97百万円、金銭の信託の減少額59百万円、預け金の減

少額45百万円によるものであります。

　固定資産は、前事業年度に比べて１億33百万円増加し、13億51百万円となりました。これは、主として株

式の時価評価による投資有価証券の増加額１億43百万円によるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて２億13百万円増加し、41億90百万円となりました。

　
（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて１億20百万円減少し、４億68百万円となりました。これは、主として

未払法人税等の減少額78百万円と前受金の減少額39百万円によるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて62百万円増加し、１億76百万円となりました。これは、主として株式

の時価評価等による繰延税金負債の増加額54百万円によるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて57百万円減少し、６億45百万円となりました。

　
（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて、２億70百万円増加し、35億45百万円となりました。これは、主とし

て利益剰余金の増加額１億80百万円と株式の時価評価によるその他有価証券評価差額金の増加額85百万

円によるものであります。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析については、「１．業績等の概要」の「(2) キャッシュ・フローの状況」

の項目をご参照下さい。
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(3) 経営成績の分析

　

　
第26期

(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

増減額

　 千円 千円 千円

売上高 4,319,530 3,838,926 △480,604

売上原価 1,826,575 1,681,790 △144,785

販売費及び一般管理費 1,860,888 1,678,295 △182,592

営業外収益 33,269 30,450 △2,818

営業外費用 382 5 △377

特別利益 33,779 － △33,779

特別損失 16,880 － △16,880

　
(売上高)

売上高は、前事業年度に比べ４億80百万円減の38億38百万円（前年比88.9％）となりました。売上種類

別内訳は、「第２ 事業の状況 ２ 生産、受注及び販売の状況」に記載のとおりであります。

入会金売上は、前年比73.4％と非常に厳しいものとなりました。その要因は、景気が不安定な中で雇用

環境の悪化などにより、入会に対して慎重なお客さまが増加したこともあり、新規入会者の獲得が大きく

前年を割ってしまったことによります。

情報提供料は、会員フォロー活動の強化を図り自己都合退会の抑制に取り組みましたが、新規入会者が

大幅に減少したことにより、会員数が減少し、前年比95.3％となりました。

その他の売上は、パーティ売上が減少したことにより、前年比96.0％となりました。

　
(売上原価)

売上原価は、前事業年度に比べ１億44百万円減の16億81百万円（前年比92.1％）となりました。媒体を

大きくＷｅｂへシフトしたことにより、68百万円削減しました。また、マイページシステムの利用率向上

による郵送コストを11百万円削減しました。しかしながら、入会者減による売上をカバーすることができ

ず、売上原価率は42.3％から43.8％と悪化しました。

　
(販売費及び一般管理費)

販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ１億82百万円減の16億78百万円となりました。事務セン

ターの稼働などによる人件費の削減、営業拠点の家賃減額などの固定費の削減、ＩＴ投資によるペーパレ

ス化などを積極的に取り組みました。しかしながら、売上高が減少したこともあり、販売費及び一般管理

費の対売上高比率は、43.1％から43.7％と悪化しました。
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(営業外損益)

営業外収益は、前事業年度に比べ２百万円減の30百万円となりました。主な内容は、受取利息10百万円

と受取配当金18百万円であります。

　
(特別損益)

当事業年度においては、特別損益に係る取引はありませんでした。

　
以上の結果、当期純利益は、前事業年度に比べ82百万円減少し、２億97百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において実施しました当社の設備投資の総額は、111,677千円であり、その主なものは次のと

おりであります。 

① サーバー・端末等　　　　　　　　　　・・・40,905千円

② 営業支援システム　　　　　　　　　　・・・33,993千円

③ 基幹システムのソフトウェア　　　　　・・・10,717千円

④ 事務用機器　　　　　　　　　　　　　・・・ 5,827千円

　

２ 【主要な設備の状況】

当社は、本社の他に国内に51ヶ所の支社および営業所を有しております。

当事業年度末における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

平成23年２月20日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数(人)
建物(千円)

器具及び備品
(千円)

合計(千円)

東京本社
（東京都千代田区）

本社事務所 5,692 95,365 101,057 59(22)

東日本営業部
本社営業部（東京都千代田区)
他24営業所

営業設備 19,367 3,487 22,855 13(43)

西日本営業部
大阪支社（大阪市北区）
他25営業所

営業設備 14,764 4,979 19,744 14(53)

　 　 　 　 　 　
(注) １．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー及びカウンセラー社員）の年間の平均雇用人員（月

160時間換算）であります。

２．本社、支社および営業所は、すべて賃借しております。年間賃借料は316,166千円であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,400,000

計 14,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年２月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,900,000 3,900,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数　100株

計 3,900,000 3,900,000― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権（第１回株式報酬型ストックオプション）

　平成19年５月15日の株主総会の特別決議及び平成20年３月27日開催の取締役会の決議により発行し

た新株予約権は、次のとおりであります。

　

　
事業年度末現在
(平成23年２月20日)

提出日の前月末現在
(平成23年４月30日)

新株予約権の数（個） 85 85

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

8,500（注）１ 8,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
　平成20年５月21日～
平成35年５月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　473
　　資本組入額　237（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①　権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役および
監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数全
数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使すること
はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものと

する。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率 

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。 

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものとす

る。
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第２回新株予約権（第２回株式報酬型ストックオプション）

　平成20年５月16日開催の取締役会及び平成21年４月６日開催の取締役会の決議により発行した新株

予約権は、次のとおりであります。

　

　
事業年度末現在
(平成23年２月20日)

提出日の前月末現在
(平成23年４月30日)

新株予約権の数（個） 95 95

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

9,500（注）１ 9,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
　平成21年５月21日～　
平成36年５月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　423
　　資本組入額　212（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役および
監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数全
数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使すること
はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものと

する。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率 

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。 

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものとす

る。
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第３回新株予約権（第３回株式報酬型ストックオプション）

　平成21年６月19日開催の取締役会及び平成22年４月６日開催の取締役会の決議により発行した新株

予約権は、次のとおりであります。

　

　
事業年度末現在
(平成23年２月20日)

提出日の前月末現在
(平成23年４月30日)

新株予約権の数（個） 95 95

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

9,500（注）１ 9,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 同左

新株予約権の行使期間
　平成22年５月21日～　
平成37年５月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　531
　　資本組入額　266（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役および
監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数全
数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使すること
はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものと

する。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率 

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。 

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものとす

る。
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第４回新株予約権（第４回株式報酬型ストックオプション）

　平成22年５月18日開催の取締役会及び平成23年４月５日開催の取締役会の決議により発行した新株

予約権は、次のとおりであります。

　

　
事業年度末現在
(平成23年２月20日)

提出日の前月末現在
(平成23年４月30日)

新株予約権の数（個） ― 43

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

― 4,300（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ― １

新株予約権の行使期間 ―
　平成23年５月21日～　
平成38年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

―
　　発行価格　　503
　　資本組入額　252（注）２

新株予約権の行使の条件 ―

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役および
監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数全
数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使すること
はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものと

する。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率 

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。 

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものとす

る。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年10月28日
（注１）

300,0003,900,000204,000444,000360,000450,000

（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増加であります。

発行価格 1,880円

資本組入額 680円

払込金総額 564,000千円

　

(6) 【所有者別状況】

平成23年２月20日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 2 12 41 7 3 2,8202,885 ―

所有株式数
(単元)

― 15 98 27,5051,501 6 9,86538,9901,000

所有株式数
の割合(％)

― 0.0 0.3 70.5 3.9 0.0 25.3 100.0 ―

(注)　自己株式195株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に95株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成23年２月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 2,540 65.12

MELLON BANK, N.A. TREATY
CLIENT OMNIBUS
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,
PENNSYLVANIA
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

100 2.56

ミニストップ株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 50 1.28

ツヴァイ社員持株会 東京都千代田区内幸町１丁目１番１号 49 1.25

MORGAN STANLEY & CO. INC
(常任代理人 モルガン・スタン
レーＭＵＦＧ証券株式会社)

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,
U.S.A.
(東京都渋谷区恵比寿４丁目２０－３)

43 1.10

イオンクレジットサービス
株式会社

東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 30 0.76

イオンディライト株式会社 大阪府大阪市中央区南船場２丁目３番２号 30 0.76

和田昌彦 京都府南丹市 20 0.52

マックスバリュ西日本株式会社 兵庫県姫路市北条口４丁目４番地 20 0.51

中村和幸 埼玉県川口市 16 0.41

計 ― 2,898 74.32
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年２月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

100
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,898,900
38,989 ―

単元未満株式
普通株式

1,000
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3,900,000― ―

総株主の議決権 ― 38,989 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式95株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年２月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ツヴァイ

東京都千代田区内幸町
１丁目１番１号

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

①　平成19年５月15日の定時株主総会の特別決議及び平成20年３月27日開催の取締役会の決議により発行

した新株予約権は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成19年５月15日及び平成20年３月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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②　平成20年５月16日開催の取締役会及び平成21年４月６日開催の取締役会により決議した新株予約権は、

次のとおりであります。

　

決議年月日 平成20年５月16日及び平成21年４月６日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

　

③　平成21年６月19日開催の取締役会及び平成22年４月６日開催の取締役会により決議した新株予約権は、

次のとおりであります。

　

決議年月日 平成21年６月19日及び平成22年４月６日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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④　平成22年５月18日開催の取締役会及び平成23年４月５日開催の取締役会により決議した新株予約権は、

次のとおりであります。

　

決議年月日 平成22年５月18日及び平成23年４月５日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

　

⑤　平成23年５月12日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成23年５月12日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 17,000株を上限とする。（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間 平成24年５月21日～平成39年５月20日

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時においても、取締役ま
たは監査役の地位にあることを要する。ただし、取締役および監査役を
退任した場合であっても、退任日から5年以内に限って権利行使ができ
るものとする。
②　新株予約権については、その数の全数につき一括して行使することと
し、これを分割して行使することはできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

　

（注）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割（または併合）の比率

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式数の調

整を行う。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 76 54

当期間における取得自己株式 ― ―

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 195 ― 195 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成23年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主への安定的利益還元を経営の最重要目標のひとつとして位置づけており、内部留保の充実と

財務体質の強化を勘案しつつ、配当性向30％を目標として株主への利益還元を心がけてまいりたいと考え

ております。

当社は、期末配当１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、その決定機関は取締役会であり

ます。また、当社は、「取締役会の決議によって、毎年８月20日を基準日として中間配当を行うことができ

る。」旨を定款に定めております。

第27期の配当につきましては、上記方針に基づき１株につき普通配当30円といたしました。この結果、配

当性向は39.3％となりました。

内部留保資金につきましては、引き続き新規営業拠点の開設、既存営業拠点の活性化改装及びシステム投

資のための設備投資資金として活用し、事業の一層の拡大に努めてまいる所存であります。

　
（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成23年４月５日
取締役会決議

116,994 30

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月

最高（円） 2,710
952

1,950
767 815 828

最低（円） 1,850
650
651

431 486 650

(注)１．最高・最低株価は、平成19年12月12日まではジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以降は東京証

券取引所市場第二部におけるものであります。

　　２．第24期の最高・最低株価は、上段は東京証券取引所市場第二部、下段はジャスダック証券取引所におけるもので

あります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年９月 10月 11月 12月 平成23年１月 ２月

最高（円） 733 725 750 790 828 820

最低（円） 705 708 709 720 785 752

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
会長

　 田　路　　　正 昭和23年８月８日生

昭和47年３月 ジャスコ株式会社（現イオン株式

会社）入社

(注)２ 9,500
平成10年３月 同社西部カンパニー第二事業部長

平成12年９月 当社総合企画室長

平成12年11月

平成23年５月

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長（現任）

代表取締役
社長

　 宮　武　正　容 昭和27年９月４日生

昭和54年８月

平成14年３月

平成22年３月

平成23年３月

平成23年５月

株式会社ニチイ入社

株式会社マイカル総合企画室長

同社東関東営業部長

当社顧問

当社代表取締役社長（現任）

(注)２ －

専務取締役

管理・会員
サービス・
事業開発・
海外事業担
当兼環境・
社会貢献推
進室長

池　田　　　晃 昭和30年10月23日生

昭和53年３月 ジャスコ株式会社（現イオン株式

会社）入社

(注)２ 8,900

平成10年３月 同社西部カンパニー人事教育部長

平成13年５月 当社法人営業本部長

平成14年５月 当社取締役管理本部長

平成15年５月 当社常務取締役管理本部長

平成18年５月 当社専務取締役管理本部長

平成18年５月 当社専務取締役管理・会員サービ

ス担当兼環境・社会貢献推進室長

平成19年９月 当社専務取締役管理・会員サービ

ス・事業開発担当兼環境・社会貢

献推進室長

平成21年２月

 
平成22年５月

 
 
平成23年３月

当社専務取締役業務改革・ＩＴ担

当兼環境・社会貢献推進室長

当社専務取締役管理・会員サービ

ス・事業開発担当兼環境・社会貢

献推進室長

当社専務取締役管理・会員サービ

ス・事業開発・海外事業担当兼環

境・社会貢献推進室長（現任）

常務取締役
会員サービ
ス本部長

板　垣　吉　昭 昭和25年２月３日生

昭和60年５月 米国エクイタブル生命保険株式会

社入社

(注)２ 2,400

昭和63年10月 当社入社

平成９年２月 当社東京営業部部長

平成13年２月 当社会員サービス本部長

平成13年５月 当社取締役会員サービス本部長

平成18年５月 当社常務取締役会員サービス本部

長

平成18年５月 当社常務取締役営業担当兼東日本

営業本部長

平成19年２月 当社常務取締役会員サービス本部

長（現任）

取締役 営業本部長 小　櫻　和　志 昭和29年８月22日生

昭和53年３月 ジャスコ株式会社（現イオン株式

会社）入社

(注)２ 7,400

平成15年５月 当社法人営業本部長

平成16年１月 当社西日本営業本部長

平成16年５月 当社取締役西日本営業本部長

平成17年９月 当社取締役営業統括本部長兼西日

本営業本部長

平成18年５月 当社取締役会員サービス本部長

平成19年２月 当社取締役営業本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 　 古　谷　　　寛 昭和21年９月12日生

昭和44年２月 株式会社岡田屋（現 イオン株式

会社）入社

(注)２ 4,800

平成14年５月 同社取締役副社長

平成18年４月 イオン株式会社サービス事業担当

平成18年５月 株式会社ジャパンメンテナンス

（現 イオンディライト株式会

社）代表取締役社長

平成19年５月 当社取締役（現任）

平成20年５月 イオンディライト株式会社取締役

会長（現任）

平成20年８月イオン株式会社執行役サービス事

業最高経営責任者（現任）

取締役
事業開発本
部長

福　島　　　徹 昭和32年６月９日生

昭和55年４月 株式会社伊勢甚入社

(注)２ 3,200

平成17年４月当社人事総務部長

平成18年５月 当社管理本部長

平成20年５月

平成22年５月

当社取締役管理本部長

当社取締役事業開発本部長（現

任）

常勤監査役 　 稲　田　道　治 昭和26年３月９日生

昭和49年３月 ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

(注)

３
5,800

平成６年３月 イオングッドライフクラブ事務局

長

平成17年９月 当社東日本営業本部長

平成17年12月 当社東日本営業本部長兼法人営業

部長

平成18年５月 当社取締役西日本営業本部長

平成19年２月

 
平成19年９月

平成22年５月

当社取締役パーティ・ブライダル

本部長

当社取締役事業開発本部長

当社常勤監査役（現任）

監査役 　 神　部　範　生 昭和19年６月１日生

昭和52年10月 司法試験合格

(注)

４
500

平成11年８月 エー・シー・エス債権管理回収株

式会社取締役就任

平成12年４月 東京簡易裁判所民事調停委員（現

任）

平成20年５月 当社監査役（現任）

監査役 　 岩　瀬　真　悟 昭和46年４月13日生

平成７年３月 ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

(注)

５
－

平成11年９月 株式会社オフィスマックスジャパ

ン出向

平成13年３月 株式会社イオンビスティ出向

平成18年４月

平成20年５月

 
平成22年５月

京都大学大学院留学

イオン株式会社サービス事業戦略

チーム（現任）

当社監査役（現任）

監査役 　 仲　原　　　茂 昭和22年11月28生

昭和45年３月

 
平成11年５月

平成16年５月

平成18年５月

平成23年３月

ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

株式会社ブルーグラス常務取締役

株式会社マイカル取締役

同社常勤監査役

当社監査役（現任）

(注)

６
－

計 42,500

　 (注) １．監査役のうち、神部範生、岩瀬真悟および仲原茂は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成23年５月12日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．平成22年５月18日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

４．平成20年５月16日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成22年５月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成23年５月12日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

<コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方>

　当社は、「人間尊重の立場に立って新しい価値観を生み、人間的なつながりを大切にし、幸せな出会いを

創造し続け、未来のより豊かな社会づくりに貢献します。」を経営理念として企業価値の最大化をめざ

し、経営戦略の策定や経営の意思決定をしており、コーポレート・ガバナンスについては経営上の最も重

要な課題のひとつと位置づけております。

当社は、透明かつ公正な経営を最優先に考え、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を目指すべく、

株主総会の充実をはかり、取締役会の活性化、監査役の監査機能の強化および積極的な情報開示に取り組

んでおります。

　

① 企業統治に関する事項（平成23年２月20日現在）

１．企業統治の体制の概要

当社は、監査役制度を採用しております。また、当社の経営意思決定および監督に係る主な経営管理

組織は、以下のとおりであります。

　

（取締役会）

取締役会は取締役６名で構成されており、経営方針などの最重要事項の意思決定および業務執行を

決定し、取締役の職務の執行を監督しております。取締役会は、原則毎月１回開催することになってお

ります。当事業年度は年間で19回開催しております。

　
（営業会議）

取締役会の下に、営業会議を設置し、取締役会で決定した基本方針に基づき、経営に関する全般的重

要事項を協議決定しております。営業会議は、原則毎月１回開催しております。

　
（監査役会）

監査役会は社外監査役３名を含む監査役４名で構成されており、コンプライアンス、リスク管理、企

業情報開示の適正性等について協議、監査するとともに、情報の共有化を図っております。監査役会は、

原則毎月１回開催することになっております。当事業年度は年間で16回開催しております。

　
（内部監査室）

内部監査室は代表取締役社長直属の組織として設置され、専任１名で構成されております。監査役お

よび外部監査人と連携をはかりながら、年間監査計画に基づき監査を行っております。内部監査の結果

は、社長に報告され、改善事項の提言および改善状況の確認等を行っております。

　

（その他委員会）

リスク管理、情報セキュリティ等、適切な業務遂行上必要な特定事項に関し、委員会を設置しており

ます。各委員会は、それぞれの事項に関し、取締役会の協議に資することを目的に、調査、研究および審

議を行います。
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２．現状の企業統治体制を採用する理由

当社は、事業規模に適した機動性確保の観点から、取締役６名からなる取締役会が取締役の職務の執

行を監督し、社外監査役３名を含む４名からなる監査役会が取締役の職務の執行を監査するという体

制をとっております。この企業統治体制により意思決定の透明性が確保され、経営監督機能が十分に働

いていると考えております。

　
３．内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況

1）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・取締役会および取締役の決定に関する記録については、社内規則に則り、作成、管理、保存を行って

おります。

・取締役および監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるようになっております。

2）損失の危険管理に関する規程その他の体制

・特定商取引に関する法律、個人情報の保護に関する法律、不当景品類および不当表示防止法をはじ

めとする関連法規等のコンプライアンス、環境、災害、情報セキュリティ等に係るリスクについて

は、それぞれの担当部署、委員会にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・

配布を行い全従業員に徹底しております。

・各部門は、担当部門に関わるリスク管理を行うとともに、内部監査部門はリスク管理の状況を取締

役会に定期的に報告しております。

3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・業務の有効性と効率性の観点から、当社の経営に係る重要事項については、社内規程に従い、取締

役、常勤監査役が出席する営業会議・委員会の審議を経て取締役会において決定しております。

・取締役会等での決定に基づく業務執行は、代表取締役社長の下、各部門長らが迅速に遂行し、併せて

内部牽制機能を確立するため、業務分掌規程においてそれぞれの組織権限や実行責任者の明確化、

適切な業務手続きを定めております。
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4）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・全従業員が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範としてコンプライア

ンス体制に係るイオングループ行動規範を制定しております。また、その徹底を図るため、ならび

に、最新の法令・定款の改正に対応するための定期、随時に従業員教育を実施しております。

・内部監査部門はコンプライアンスの状況を監査し、定期的に取締役会に報告しております。

・法令上疑義のある行為等について、全従業員を対象とした内部通報制度を設けております。

5）会社ならびに親会社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制

・グループ各社の関係部門が定期的に担当者会議を開催し、法改正対応の動向・対応の検討、業務効

率化に資する対処事例の水平展開等を進めております。ただし具体的対応の決定については各社の

事情に応じて各社が自主決定するものとしており、各社相互の事例紹介を通じて情報の共有化を

図っております。親会社およびその子会社との取引については、市場金利および他の取引先との取

引条件を勘案し、当社の株主の利益を損なわない方策を講じております。

6）監査役補助者の独立性等、監査役監査の実効性を確保する体制

・監査役の業務を補助する独立した使用人は特に配置しておりませんが、監査役がその職務を補助す

べき使用人を置くことを求めた場合、監査役会との協議の上人選し配置するものとしております。

当該使用人は、監査役からの監査業務に必要な命令に関し、他の職員の命令を受けないものとして

おります。

・監査役会は、内部監査結果の報告を受ける等、内部監査部門と連携して監査を実施するが、常勤監査

役が監査計画案、監査予算の策定および監査役会議事録作成等の業務を直接実施することにより、

監査業務の実効性の確保に努めております。

7）取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告体制

・取締役および使用人は、監査役会に対して、法令の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項を速

やかに報告します。また、常勤監査役は、取締役会、営業会議、危機管理委員会等の重要な会議・委員

会に出席し、重要な意思決定プロセスや職務執行状況を把握するとともに、内部監査部門から内部

監査の実施状況およびコンプライアンスの状況について、適宜報告を受けます。さらに監査役は、そ

の他いつでも必要に応じて取締役に報告を求めることができることとしております。

8）反社会的勢力排除のための体制

・当社はコンプライアンス経営の徹底および企業防衛の観点から、反社会的勢力とは関わりを持た

ず、不当な要求に対しては毅然とした態度で対応し、排除することが企業の社会的責任であること

を認識します。

・反社会的勢力による不当請求があった場合には、個人的対応は行わず、民事及び刑事の法的対応を

含め、外部専門家や捜査機関とも緊密な連携を図り、組織的に対応します。また、「（社）警視庁管

内特殊暴力防止対策連合会」に加盟し、平素から警察、加盟各社と緊密に連携して、反社会的勢力に

関する情報収集に努め、各事業所を含めた全体的な情報を人事総務部門に集約して、社内啓蒙活動

を行うものとします。

　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

38/84



　

② 内部監査及び監査役監査

（人員及び手続き）

　内部監査につきましては、独立した内部監査部門として代表取締役社長直属の内部監査室を設置して

おり、専任の内部監査室長１名が配置されております。内部監査室長は、年間監査計画に基づく内部監

査を実施することにより、業務活動が効率的・合理的に遂行されていることの確認と問題点の改善指

摘を実施しております。

監査役は、各部門の業務執行状況について定期的に業務監査を行っております。また、取締役会やそ

の他重要な会議への出席や重要な決裁書類等の閲覧等を行い、経営上の意思決定をチェックしており

ます。

　
（内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係）

内部監査室長は、内部監査計画書の作成時や監査実施後の結果報告等監査役と定期的な情報交換を

実施しております。

監査役は、会計監査人の年間監査計画や監査の重点項目をあらかじめ確認するとともに、適宜会計監

査の立会いを実施しております。また、四半期ごとに会計監査人から監査の詳細な報告を受けておりま

す。

内部統制部門は、内部監査室、監査役及び会計監査人と内部統制上の問題や進捗状況などの報告や情

報交換等により連携をし、内部統制システムの維持と強化を図っております。

　

③ 社外取締役及び社外監査役

当社は、社外監査役３名を含む４名の監査役により取締役の業務執行状況を監視・監督することに

より、経営活動が適正に遂行できる体制を整えております。また、社外監査役３名のうち１名を独立役

員として指名し、経営監視機能の客観性及び中立性を更に確保しております。指名した独立役員は、弁

護士であり、法令、企業統治等に関して専門的知識と豊富な経験を有しており、適法性の監査に留まら

ず、経営全般について大所高所から助言を得ております。

　
（社外監査役と提出会社との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係）

社外監査役である神部範生は、平成15年６月より平成20年４月まで当社と法律顧問契約による取引

がありましたが、その他の利害関係はありません。

　社外監査役である岩瀬真悟は、イオン株式会社の従業員を兼務しておりますが、その他の利害関係は

ありません。

社外監査役である仲原茂と当社の間には、特別な利害関係はありません。

　
（社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との連携並びに内部統制部門と

の関係）

社外監査役は、取締役会に出席し取締役の職務執行を監視するとともに、監査役会において常勤監査

役から個別監査内容等の報告を受けております。また、会計監査人からの監査報告や内部監査室による

内部監査結果報告等を受け、適宜質問や助言を行っております。

また、内部統制部門からは、内部統制の運用状況についての報告を監査役会で受け、意見交換を行う

ことにより連携を図っております。

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

39/84



　

④ 役員の報酬等

１．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

90,942 76,380 2,481 12,080 － 6

監査役
(社外監査役を除く。)

14,458 14,458 － － － 2

社外役員 5,940 5,940 － － － 3

　

２．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

３．役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬は、経営環境や他社水準等を考慮し、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内にて、取締

役会で決定しております。監査役の報酬は、法令等に定める監査役機能を十分に果たすために必要な報酬額を、株

主総会において承認された報酬限度額の範囲にて、監査役会で協議により決定しております。

　

⑤ 株式の保有状況

１．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                   　      ４銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　586,771千円

　

２．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が

資本金額の100分の１を超える銘柄

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

イオンクレジットサービス㈱ 379,491 488,025取引関係の維持・強化

マックスバリュ西日本㈱ 43,923 51,741取引関係の維持・強化

㈱イオンファンタジー 38,332 44,005取引関係の維持・強化
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⑥ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、四半期レビュー及び会計監査を受け

ております。監査役・内部監査室および会計監査人は、定期的に監査方針等の協議を行うなど、監査を

有効かつ効率的に行うための連携を図っております。

業務を執行した公認会計士の氏名、監査法人名および継続監査年数並びに監査補助者の構成は以下

のとおりであります。

　
(業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名および継続監査年数)

　

公認会計士の氏名 所属する監査法人名

西岡　雅信　氏
有限責任監査法人トーマツ

大竹　貴也　氏

(注)　継続監査年数については、２名とも７年以内であるため記載を省略しております。

　

(監査業務に係る補助者の構成)

公認会計士　３名　　　　その他　４名

　

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧ 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、株主総会の決議によって行い、総株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数の賛成をもって行う旨および選任決議は、累積投票によらない旨を

定款に定めております。

　

⑨ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これ

は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的

とするものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

41/84



　

⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

１．自己株式の取得の決定機関

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取

引等により自己の株式を取得できる旨定款に定めております。

　

２．中間配当の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能にするため、取締役会の決議によって、毎年８

月20日を基準日として、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる

旨を定款に定めております。

　

⑪ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議事項の審議を円滑に行うことを目的として、会社法第309条第２項に定

める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

26,000 － 26,000 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、特に定めておりませんが、監査執務時間、

当社の規模および業務の特性等を勘案し決定しております。　
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第５ 【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第26期事業年度（平成21年２月21日から平成22年２月20日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第27期事業年度（平成22年２月21日から平成23年２月20日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第26期事業年度（平成21年２月21日から平

成22年２月20日まで）および第27期事業年度（平成22年２月21日から平成23年２月20日まで）の財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

当社は子会社がないため、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４．財務諸表等の適性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準等の変

更等について的確に対応することができる体制の整備に努めております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

第26期
(平成22年２月20日)

第27期
(平成23年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 426,976 329,474

売掛金 347,375 324,075

前払費用 28,653 42,268

繰延税金資産 19,565 13,176

預け金 174,488 128,684

関係会社預け金 ※1
 1,500,000

※1
 1,800,000

金銭の信託 ※2
 256,834

※2
 197,058

その他 7,155 6,143

貸倒引当金 △2,052 △1,617

流動資産合計 2,758,997 2,839,263

固定資産

有形固定資産

建物 211,281 211,601

減価償却累計額 △154,457 △171,776

建物（純額） 56,824 39,824

工具、器具及び備品 300,422 324,525

減価償却累計額 △207,630 △220,693

工具、器具及び備品（純額） 92,791 103,832

有形固定資産合計 149,615 143,657

無形固定資産

ソフトウエア 85,852 82,695

その他 3,650 3,650

無形固定資産合計 89,502 86,345

投資その他の資産

投資有価証券 533,431 676,771

敷金 263,456 262,140

保険積立金 271,951 271,951

長期前払費用 － 604

貸倒引当金 △90,000 △90,000

投資その他の資産合計 978,839 1,121,468

固定資産合計 1,217,958 1,351,471

資産合計 3,976,955 4,190,735

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

44/84



(単位：千円)

第26期
(平成22年２月20日)

第27期
(平成23年２月20日)

負債の部

流動負債

買掛金 45,383 53,289

未払金 60,278 54,682

未払費用 98,208 94,306

未払法人税等 151,320 72,681

未払消費税等 3,032 6,868

前受金 177,941 138,232

賞与引当金 13,212 11,674

役員業績報酬引当金 31,876 14,562

設備関係未払金 6,465 21,303

その他 813 832

流動負債合計 588,533 468,433

固定負債

繰延税金負債 40,577 95,044

退職給付引当金 22,521 33,475

長期未払金 50,780 48,330

固定負債合計 113,878 176,850

負債合計 702,412 645,283

純資産の部

株主資本

資本金 444,000 444,000

資本剰余金

資本準備金 450,000 450,000

資本剰余金合計 450,000 450,000

利益剰余金

利益準備金 60,000 60,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,620,000 1,870,000

繰越利益剰余金 475,630 406,118

利益剰余金合計 2,155,630 2,336,118

自己株式 △224 △278

株主資本合計 3,049,406 3,229,840

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 217,115 302,546

評価・換算差額等合計 217,115 302,546

新株予約権 8,021 13,065

純資産合計 3,274,543 3,545,452

負債純資産合計 3,976,955 4,190,735
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②【損益計算書】
(単位：千円)

第26期
(自 平成21年２月21日
　至 平成22年２月20日)

第27期
(自 平成22年２月21日
　至 平成23年２月20日)

売上高 4,319,530 3,838,926

売上原価 1,826,575 1,681,790

売上総利益 2,492,954 2,157,136

販売費及び一般管理費 ※1
 1,860,888

※1
 1,678,295

営業利益 632,066 478,840

営業外収益

受取利息 11,518 10,888

受取配当金 18,366 18,616

雑収入 3,384 945

営業外収益合計 33,269 30,450

営業外費用

雑損失 382 5

営業外費用合計 382 5

経常利益 664,953 509,285

特別利益

退職給付引当金戻入額 33,779 －

特別利益合計 33,779 －

特別損失

固定資産除却損 ※2
 10,252 －

事務所移転費用 3,688 －

貸倒損失 2,939 －

特別損失合計 16,880 －

税引前当期純利益 681,853 509,285

法人税、住民税及び事業税 297,389 208,855

法人税等調整額 4,706 2,945

法人税等合計 302,096 211,801

当期純利益 379,757 297,484
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【売上原価明細書】

　

　 　
第26期

(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

媒体費 　 812,00344.5 733,89743.6

コミッション 　 451,52724.7 406,28324.2

情報提供人件費 　 176,2139.6 197,77111.8

情報提供通信費 　 123,4266.8 111,8706.6

イベント費 　 138,2657.6 134,9308.0

その他 　 125,1406.8 97,0355.8

売上原価合計 　 1,826,575100.0 1,681,790100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

第26期
(自 平成21年２月21日
　至 平成22年２月20日)

第27期
(自 平成22年２月21日
　至 平成23年２月20日)

株主資本

資本金

前期末残高 444,000 444,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 444,000 444,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 450,000 450,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 450,000 450,000

資本剰余金合計

前期末残高 450,000 450,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 450,000 450,000

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 60,000 60,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 60,000 60,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,400,000 1,620,000

当期変動額

別途積立金の積立 220,000 250,000

当期変動額合計 220,000 250,000

当期末残高 1,620,000 1,870,000

繰越利益剰余金

前期末残高 413,370 475,630

当期変動額

剰余金の配当 △97,497 △116,996

別途積立金の積立 △220,000 △250,000

当期純利益 379,757 297,484

当期変動額合計 62,260 △69,512

当期末残高 475,630 406,118

利益剰余金合計

前期末残高 1,873,370 2,155,630

当期変動額

剰余金の配当 △97,497 △116,996

別途積立金の積立 － －

当期純利益 379,757 297,484

当期変動額合計 282,260 180,487

当期末残高 2,155,630 2,336,118
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(単位：千円)

第26期
(自 平成21年２月21日
　至 平成22年２月20日)

第27期
(自 平成22年２月21日
　至 平成23年２月20日)

自己株式

前期末残高 △224 △224

当期変動額

自己株式の取得 － △54

当期変動額合計 － △54

当期末残高 △224 △278

株主資本合計

前期末残高 2,767,146 3,049,406

当期変動額

剰余金の配当 △97,497 △116,996

当期純利益 379,757 297,484

自己株式の取得 － △54

当期変動額合計 282,260 180,433

当期末残高 3,049,406 3,229,840

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 180,223 217,115

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

36,891 85,430

当期変動額合計 36,891 85,430

当期末残高 217,115 302,546

評価・換算差額等合計

前期末残高 180,223 217,115

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

36,891 85,430

当期変動額合計 36,891 85,430

当期末残高 217,115 302,546

新株予約権

前期末残高 4,012 8,021

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,009 5,044

当期変動額合計 4,009 5,044

当期末残高 8,021 13,065

純資産合計

前期末残高 2,951,382 3,274,543

当期変動額

剰余金の配当 △97,497 △116,996

当期純利益 379,757 297,484

自己株式の取得 － △54

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 40,900 90,475

当期変動額合計 323,160 270,908

当期末残高 3,274,543 3,545,452
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

第26期
(自 平成21年２月21日
　至 平成22年２月20日)

第27期
(自 平成22年２月21日
　至 平成23年２月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 681,853 509,285

減価償却費 100,008 119,177

貸倒引当金の増減額（△は減少） △379 △435

賞与引当金の増減額（△は減少） △209 △1,538

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） 31,876 △17,314

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △35,180 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,280 10,954

長期未払金の増減額（△は減少） － △2,450

受取利息及び受取配当金 △29,885 △29,505

固定資産除却損 10,252 －

売上債権の増減額（△は増加） 11,969 23,300

前払費用の増減額（△は増加） 9,673 △13,615

金銭の信託の増減額（△は増加） 18,165 59,776

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,472 △296

営業債務の増減額（△は減少） △6,423 7,906

未払金の増減額（△は減少） △2,994 △5,596

未払費用の増減額（△は減少） △866 △3,902

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,140 3,836

前受金の増減額（△は減少） △15,242 △39,709

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,697 △3,125

その他 6,755 6,761

小計 746,120 623,511

利息及び配当金の受取額 25,199 30,814

法人税等の支払額 △325,488 △284,351

営業活動によるキャッシュ・フロー 445,830 369,974

投資活動によるキャッシュ・フロー

長期貸付金の回収による収入 1,100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △103,614 △41,133

無形固定資産の取得による支出 △52,369 △56,412

敷金の差入による支出 △38,649 △891

敷金の回収による収入 24,958 2,207

投資活動によるキャッシュ・フロー 930,325 △96,229

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △54

配当金の支払額 △97,497 △116,996

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,497 △117,050

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,278,659 156,693

現金及び現金同等物の期首残高 822,805 2,101,464

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,101,464

※1
 2,258,158
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【重要な会計方針】

　

項目
第26期

(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法を採用して

おります。

　時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　経済的耐用年数に基づく定額法を採

用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物
(建物附属設備)

３～10年

器具及び備品 ３～５年

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（３

年）に基づく定額法を採用しており

ます。

 

(2) 無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に支給する賞与に備え、支給

見込額のうち当事業年度に負担すべ

き金額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 役員業績報酬引当金

　　役員に支給する業績報酬に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき金額を計上しておりま

す。

 

(3) 役員業績報酬引当金

同左
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項目
第26期

(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、計

上しております。

　　過去勤務債務は、発生年度において

一括損益処理しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額法により翌

事業年度から費用処理することとし

ております。

 

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、計

上しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額法により翌

事業年度から費用処理することと　

しております。

（会計方針の変更）

　　当事業年度より、「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その3）

（企業会計基準第19号　平成20年7月

31日）を適用しております。

　なお、当該変更に伴う損益に与える

影響はありません。

 

４．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税および地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　 (2) 所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引のうち、リース取引開始日が
平成21年２月20日以前のものについ
ては、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。
　

(2)  　　　　　同左
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【重要な会計方針の変更】

　

第26期
(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

(リース取引に関する会計基準) 　
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業

会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計

士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。この変更による当事業年度の損益に与

える影響はありません。

　なお、リース取引開始日が平成21年２月20日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。

─────

　 　

　

【表示方法の変更】

　

第26期
(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

(役員業績報酬引当金）

　役員賞与引当金は内容をより明瞭に表示するために、
当事業年度より役員業績報酬引当金に科目の名称を変
更しております。
 

 
─────
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

第26期（平成22年２月20日） 第27期（平成23年２月20日）

※１　関係会社預け金は、イオン株式会社との金銭消費寄

託契約に基づく寄託運用預け金等であります。

 

※１　　　　　　　　　 同左

※２　サービス未提供部分の前受金を保全するため、金融

機関に金銭の信託をしているものであります。

　

※２　　　　　　　　 　同左

　

(損益計算書関係)

　

第26期
(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は6％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は94％であり

ます。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は5％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は95％であり

ます。

　　主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 108,630千円

社員給与 161,010千円

社員賞与 88,956千円

フレックス社員等給与 110,658千円

地代家賃 319,446千円

店舗維持費 114,572千円

減価償却費 100,008千円

通信費 106,458千円

事務用消耗品費 248,632千円

賞与引当金繰入額 13,212千円

役員業績報酬引当金繰入額 31,205千円

退職給付費用 30,727千円

貸倒引当金繰入額 1,303千円

 

　　主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 97,187千円

社員給与 139,418千円

社員賞与 62,546千円

フレックス社員等給与 105,306千円

地代家賃 316,166千円

店舗維持費 107,996千円

減価償却費 119,177千円

通信費 89,337千円

事務用消耗品費 218,302千円

賞与引当金繰入額 11,674千円

役員業績報酬引当金繰入額 14,562千円

退職給付費用 27,301千円

貸倒引当金繰入額 1,147千円

※２　固定資産除却損は、建物295千円、ソフトウエア

9,956千円であります。　

　　　　　　　

─────
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(株主資本等変動計算書関係)

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 3,900,000 ― ― 3,900,000

合計 3,900,000 ― ― 3,900,000

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 119 ― ― 119

合計 119 ― ― 119

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
当事業年度末
残高（千円）前事業

年度末
当事業年度　
　増加

当事業年度　
　　減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 8,021

合計 ― ― ― ― 8,021

　

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年４月６日
取締役会

普通株式 97,497 25平成21年２月20日 平成21年４月28日

　

　(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年４月６日
取締役会

普通株式 116,996利益剰余金 30平成22年２月20日 平成22年４月28日
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第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 3,900,000 ― ― 3,900,000

合計 3,900,000 ― ― 3,900,000

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 119 76 ― 195

合計 119 76 ― 195

（注）自己株式数の増加76株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
当事業年度末
残高（千円）前事業

年度末
当事業年度　
　増加

当事業年度　
　　減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 13,065

合計 ― ― ― ― 13,065

　

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年４月６日
取締役会

普通株式 116,996 30平成22年２月20日 平成22年４月28日

　

　(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年４月５日
取締役会

普通株式 116,994利益剰余金 30平成23年２月20日 平成23年４月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

第26期
(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 426,976千円

預け金 174,488千円

関係会社預け金 1,500,000千円

現金及び現金同等物 2,101,464千円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 329,474千円

預け金 128,684千円

関係会社預け金 1,800,000千円

現金及び現金同等物 2,258,158千円
 

　
(リース取引関係)

　

第26期
(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

リース取引開始日が平成21年２月20日以前の所有権が借

主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース取引開始日が平成21年２月20日以前の所有権が借

主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 13,56011,645 1,914

合計 13,56011,645 1,914
　

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 5,701 5,075 625

合計 5,701 5,075 625

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,531千円

１年超 765千円

合計 2,297千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 592千円

１年超 172千円

合計 765千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 3,931千円

減価償却費相当額 3,539千円

支払利息相当額 93千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,575千円

減価償却費相当額 1,289千円

支払利息相当額 36千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　　　

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左
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(金融商品関係)

第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、運転資金及び設備投資資金を基本として自己資金で賄っております。また、一時的な余剰資金

の運用については安全性の高い金融資産で運用しております。

　なお、デリバティブに関する取引は行っておりません。

　
（2）金融商品の内容及びそのリスク

　売掛金および敷金は、取引先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に上場株式であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　
（3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期

把握や貸倒れリスクの軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスク

を管理しております。

　
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補則説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等

によった場合、当該時価が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年２月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注

２)参照）

　
　

貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 329,474 329,474 －

（2）売掛金 324,075 324,075 －

（3）預け金 128,684 128,684 －

（4）関係会社預け金 1,800,000 1,800,000 －

（5）金銭の信託 197,058 197,058 －

（6）投資有価証券 　 　 　

　　 その他有価証券 673,771　 　

　　 貸倒引当金 △90,000　 　

　 583,771 583,771 －

（7）敷金 262,140 257,694 △4,446

　資産計 3,625,205 3,620,758 △4,446

（1）買掛金 53,289 53,289 －

（2）未払金 54,682 54,682 －

（3）設備関係未払金 21,303 21,303 －

（4）長期未払金 48,330 48,123 △206

　負債計 177,605 177,398 △206

　
（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）売掛金、（3）預け金、（4）関係会社預け金及び（5）金銭の信託

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

（6）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

（7）敷金

　敷金の時価については、一定の債権分類ごとに合理的に見積もった償還予定時期に基づき、リスク

フリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。

負債

（1）買掛金、（2）未払金及び（3）設備関係未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

（4）長期未払金

　長期未払金の時価については、合理的に見積もった支払予定時期に基づき、リスクフリー・レート

で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 3,000

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（6）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　
（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 329,474 － － －

売掛金 324,075 － － －

預け金 128,684 － － －

関係会社預け金 1,800,000 － － －

金銭の信託 197,058 － － －

合計 2,779,292 － － －

　
（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用して

おります。
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(有価証券関係)

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

　 種類
第26期（平成22年２月20日）

取得原価（千円） 貸借対照表計上額(千円) 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 76,143 440,431 364,287

小計 76,143 440,431 364,287

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 76,143 440,431 364,287

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

　
第26期（平成22年２月20日）

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 　

非上場株式 3,000

転換社債型新株予約権付社債 90,000

（注）その他有価証券の転換社債型新株予約権付社債90,000千円について貸倒引当金を設定しております。

　

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　

種類

第26期（平成22年２月20日）

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券 　 　 　 　

(1）国債・地方債等 ― ― ― ―

(2）社債 ― 90,000 ― ―

(3）その他 ― ― ― ―

２．その他 ― ― ― ―

合計 ― 90,000 ― ―
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第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

１．その他有価証券（平成23年２月20日）

　

　 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 532,030 24,000 508,030

小計 532,030 24,000 508,030

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 51,741 52,143 △402

小計 51,741 52,143 △402

合計 583,771 76,143 507,628

　

(デリバティブ取引関係)

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

第26期
(平成22年２月20日)

第27期
(平成23年２月20日)

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、親会社であるイオン株式会社および同社の主

要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金

基金制度並びに確定拠出年金制度および退職金前払制

度を設けております。なお、当該企業年金基金について

は、平成22年１月15日付で制度を改訂し、同年４月１日

よりキャッシュバランス型年金（市場金利連動型年

金）を柱とした新制度へ移行することとしておりま

す。

　

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、親会社であるイオン株式会社および同社の主

要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金

基金制度並びに確定拠出年金制度および退職金前払制

度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △215,977千円

年金資産 163,816千円

未積立退職給付債務 △52,160千円

未認識数理計算上の差異 29,639千円

退職給付引当金 22,521千円

　 　

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △225,043千円

年金資産 168,949千円

未積立退職給付債務 △56,094千円

未認識数理計算上の差異 22,618千円

退職給付引当金 33,475千円

　 　

３．退職給付費用に関する事項

　　(自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日)

勤務費用 5,780千円

利息費用 6,015千円

期待運用収益 △1,906千円

数理計算上の差異の費用処理額 13,603千円

その他（注1） 7,235千円

退職給付費用 30,727千円

退職給付引当金戻入額（注2） △33,779千円

　計 △3,051千円

(注1) 確定拠出年金の掛金支払額および退職金前払制

度による従業員に対する前払退職金支給額であ

ります。

(注2) 親会社であるイオン株式会社および同社の主要

国内関係会社で設立しているイオン企業年金基

金の退職給付制度の改訂に伴って生じた過去勤

務債務をその発生時において一括損益処理し、

特別利益に計上したものであります。

　　

３．退職給付費用に関する事項

　　(自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日)

勤務費用 4,395千円

利息費用 5,183千円

期待運用収益 △2,096千円

数理計算上の差異の費用処理額 11,305千円

その他（注） 8,513千円

退職給付費用 27,301千円

(注) 確定拠出年金の掛金支払額および退職金前払制

度による従業員に対する前払退職金支給額であ

ります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 1.30％

数理計算上の差異の
処理年数

発生翌年度より
10年

 

過去勤務債務の額の
処理年数

発生年度で一括
処理

　 　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 1.28％

数理計算上の差異の
処理年数

発生翌年度より
10年
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(ストックオプション等関係)

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

１　当該事業年度における費用計上額及び科目名

　　 販売費及び一般管理費　　4,009千円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役５ 当社取締役６

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　8,500 普通株式　9,500

付与日 平成20年４月21日 平成21年４月21日

権利確定条件 ― ―

対象勤務期間 ― ―

権利行使期間
平成20年５月21日
　～平成35年５月20日

平成21年５月21日
　～平成36年５月20日

　
(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数
　

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日

権利確定前 　 　

　期首(株) ― ―

　付与(株) ― 9,500

　失効(株) ― ―

　権利確定(株) ― 9,500

　未確定残(株) ― ―

権利確定後 　 　

　期首(株) 8,500 ―

　権利確定(株) ― 9,500

　権利行使(株) ― ―

　失効(株) ― ―

　未行使残(株) 8,500 9,500
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②　単価情報
　

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日

権利行使価格(円) 1 1

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

472 422

　

３　当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

①　株価変動性　　　40.78％

平成16年10月28日～平成21年４月20日の株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　7.5年

権利行使期間の中間点において行使されたものとして算定しております。

③　予想配当　　 　25円／株

平成21年２月期の配当実績によっております。

④　無リスク利子率 　1.16％

予想残存期間と同期間に対応する国債の利回りに基づき算定しております。

　

第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

１　当該事業年度における費用計上額及び科目名

　　 販売費及び一般管理費　　5,044千円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日 平成22年４月６日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役５ 当社取締役６ 当社取締役６

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　8,500 普通株式　9,500 普通株式　9,500

付与日 平成20年４月21日 平成21年４月21日 平成22年４月21日

権利確定条件 ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ―

権利行使期間
平成20年５月21日
　～平成35年５月20日

平成21年５月21日
　～平成36年５月20日

平成22年５月21日
　～平成37年５月20日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数
　

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日 平成22年４月６日

権利確定前 　 　 　

　期首(株) ― ― ―

　付与(株) ― ― 9,500

　失効(株) ― ― ―

　権利確定(株) ― ― 9,500

　未確定残(株) ― ― ―

権利確定後 　 　 　

　期首(株) 8,500 9,500 ―

　権利確定(株) ― ― 9,500

　権利行使(株) ― ― ―

　失効(株) ― ― ―

　未行使残(株) 8,500 9,500 9,500

　
②　単価情報

　

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日 平成22年４月６日

権利行使価格(円) 1 1 1

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

472 422 531

　

３　当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

①　株価変動性　　　38.94％

平成16年10月28日～平成22年４月20日の株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　7.5年

権利行使期間の中間点において行使されたものとして算定しております。

③　予想配当　　 　30円／株

平成22年２月期の配当実績によっております。

④　無リスク利子率 　0.90％

予想残存期間と同期間に対応する国債の利回りに基づき算定しております。
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(税効果会計関係)

　
第26期

(平成22年２月20日)
第27期

(平成23年２月20日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動の部

繰延税金資産 　

未払事業税 11,624千円

賞与引当金 5,337千円

その他 2,602千円

合計 19,565千円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動の部

繰延税金資産 　

未払事業税 5,973千円

賞与引当金 4,716千円

その他 2,486千円

合計 13,176千円

　(2) 固定の部

繰延税金資産 　

貸倒引当金 36,360千円

長期未払金 20,515千円

減価償却 18,046千円

投資有価証券評価損 14,689千円

退職給付引当金 9,098千円

その他 7,884千円

合計 106,594千円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △147,172千円

合計 △147,172千円

繰延税金負債の純額 △40,577千円

　(2) 固定の部

繰延税金資産 　

貸倒引当金 36,360千円

長期未払金 19,525千円

減価償却 16,886千円

投資有価証券評価損 14,689千円

退職給付引当金 13,524千円

その他 9,052千円

合計 110,037千円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △205,081千円

合計 △205,081千円

繰延税金負債の純額 △95,044千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

住民税均等割 2.0％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.6％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.5％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

44.3％

　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

住民税均等割 2.7％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.0％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.7％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

41.6％

　

(持分法損益等)

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

関連会社がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

（追加情報）

当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業

会計基準適用指針第13号)を適用しております。

 なお、これによる開示対象の変更はありません。

  

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
イオン株式会
社

千葉県
千葉市
美浜区

199,054
純粋持株会
社

直接 65.14
間接　4.51

資金運用等
役員の兼任

資金の寄託
運用等
利息の受取

1,200,000
6,772

関係会社預
け金

1,500,000

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．資金の寄託運用等の取引金額は、当事業年度中の増加額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　寄託運用資金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。

　

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
の子会
社

イオンリテー
ル株式会社

千葉県
千葉市
美浜区

50,000総合小売業 － 支払代行
支払事務の
委託

12,926預け金 174,488

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　預け金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
の子会
社

イオンクレジッ
トサービス株式
会社

東京都
千代田区

15,466金融業

（所有）
直接　0.24
(被所有）
直接　0.77

資金運用等
資金の回収
利息の受取

1,100,000
4,196

－ －

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　貸付金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

イオン株式会社（東京証券取引所に上場）　

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
イオン株式会
社

千葉県
千葉市
美浜区

199,054
純粋持株会
社

直接 65.14
間接　4.51

資金運用等
役員の兼任

資金の寄託
運用等
利息の受取

300,000
10,489

関係会社預
け金

1,800,000

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．資金の寄託運用等の取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　寄託運用資金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。

　

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
の子会
社

イオンリテー
ル株式会社

千葉県
千葉市
美浜区

50,000総合小売業 － 支払代行
支払事務の
委託

45,804預け金 128,684

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　預け金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

イオン株式会社（東京証券取引所に上場）　

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

69/84



　

(１株当たり情報)

　

第26期
(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

１株当たり純資産額 837.60円１株当たり純資産額 905.79円

１株当たり当期純利益 97.38円１株当たり当期純利益 76.28円

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

96.97円
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

75.78円

　
（注）

　１．１株当たり純資産額の算定上の基礎
　

　
第26期

（平成22年２月20日)
第27期

（平成23年２月20日)

純資産の部合計額（千円） 3,274,543 3,545,452

普通株式に係る純資産額（千円） 3,266,522 3,532,386

差額の主な内訳（千円） 　 　

　新株予約権 8,021 13,065

普通株式の発行済株式数（株） 3,900,000 3,900,000

普通株式の自己株式数（株） 119 195

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

3,899,881 3,899,805

　
　２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

　

　
第26期

(自　平成21年２月21日
至　平成22年２月20日)

第27期
(自　平成22年２月21日
至　平成23年２月20日)

当期純利益（千円） 379,757 297,484

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 379,757 297,484

普通株式の期中平均株式数 （株） 3,899,881 3,899,833

潜在株式調整後１株当たり当期純利益調整額
（千円）

― ―

普通株式増加数（株） 16,440 25,928

（うち新株予約権） (16,440) (25,928)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

― ―
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(重要な後発事象)

第26期（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）

該当事項はありません。

　

第27期（自　平成22年２月21日　至　平成23年２月20日）

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

イオンクレジットサービス㈱ 379,491 488,025

マックスバリュ西日本㈱ 43,923 51,741

㈱イオンファンタジー 38,332 44,005

リフォームスタジオ㈱ 10 3,000

計 461,756 586,771

　

【債券】

　

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

㈱HIPNEWS 転換社債型新株予
約権付社債

90,000 90,000

計 90,000 90,000
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 211,281 320 ― 211,601171,77617,31939,824

　工具、器具及び備品 300,42256,41332,310324,525220,69343,757103,832

有形固定資産計 511,70356,73332,310536,127392,46961,076143,657

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 145,67954,94347,446153,17670,48058,10082,695

　その他 3,650 ― ― 3,650 ― ― 3,650

無形固定資産計 149,32954,94347,446156,82670,48058,10086,345

長期前払費用 ― 1,036 ― 1,036 431 431 604

(注) １．工具、器具及び備品の当期増加額の主な内訳

サーバー・パソコン等 40,905千円

営業支援システム用端末 6,833千円

事務用機器 5,827千円

　 　

２．ソフトウェアの当期増加額の主な内訳

営業支援システム 27,160千円

基幹システムの仕様変更 10,717千円

ホームページ関連 7,031千円

　 　

３．ソフトウェアの当期減少額の主な内訳　

会員ポータルシステム 　 34,532千円

基幹システムのソフトウェア 8,568千円

　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

73/84



　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金（流動） 2,052 1,617 1,582 469 1,617

貸倒引当金（固定） 90,000 ― ― ― 90,000

賞与引当金 13,212 11,674 13,212 ― 11,674

役員業績報酬引当金    31,876 14,562 31,876 ― 14,562

(注) 貸倒引当金（流動）の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

　

区分 金額（千円）

現金 4,342

預金 　

当座預金 4,267

普通預金 319,753

別段預金 450

その他の預金 659

小計 325,131

合計 329,474

　

ｂ．売掛金

イ．相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

会員（月会費請求分） 246,932

イオンクレジットサービス株式会社 23,169

三井住友カード株式会社 15,784

株式会社ジェイシービー 7,849

三菱ＵＦＪニコス株式会社 5,599

その他 24,740

合計 324,075

　

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

347,375 3,685,8193,709,119 324,075 92.0 33.2

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。　
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ｃ．関係会社預け金
　

相手先 金額（千円）

イオン株式会社 1,800,000

合計 1,800,000

　
ｄ．金銭の信託

　

相手先 金額（千円）

株式会社三井住友銀行 197,058

合計 197,058

　
②　固定資産

ａ．敷金

　

相手先 金額（千円）

株式会社帝国ホテル 59,380

第二吉本ビルディング株式会社 22,200

ジャパンリアルエステイト投資法人 18,962

住友生命保険相互会社 13,218

三葉興業株式会社 11,574

その他 136,804

合計 262,140

　

ｂ．保険積立金

　

相手先 金額（千円）

日本生命保険相互会社 271,951

合計 271,951
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③　流動負債

ａ．買掛金

　

相手先 金額（千円）

株式会社セプテーニ 11,699

メドシスジャパン株式会社 5,976

株式会社ウエブクルー 4,573

パスクリエイト株式会社 3,199

株式会社ベーシック 2,696

その他 25,144

合計 53,289

　

ｂ．前受金

　

区分 金額（千円）

活動サポート費収入のサービス未提供部分 129,976

その他 8,255

合計 138,232

　

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等　

　

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

　
 (自 平成22年２月21日

　至 平成22年５月20日)

 (自 平成22年５月21日

　至 平成22年８月20日)

 (自 平成22年８月21日

　至 平成22年11月20日)

 (自 平成22年11月21日

　至 平成23年２月20日)

売上高 (千円) 937,405 996,131 962,656 942,732

税引前
四半期純利益金額

(千円) 39,353 172,881 68,531 228,519

四半期純利益金額 (千円) 24,122 107,081 32,229 134,051

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 6.19 27.46 8.26 34.37
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月21日から２月20日まで

定時株主総会 ５月20日まで

基準日 ２月20日

剰余金の配当の基準日
８月20日
２月20日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　取扱場所
（特別口座）
東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社　本店

　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社

　取次所 ―

　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告により公
告することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公示掲載URL　　http://www.zwei.com/zwei/ir/koukoku/index.html

株主に対する特典 株主優待  入会時割引の優待券
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度（第26期）（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）平成22年５月19日関東財務局長に

提出。　

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度（第26期）（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）平成22年５月19日関東財務局長に

提出。　

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第27期第１四半期（自　平成22年２月21日　至　平成22年５月20日）平成22年７月２日関東財務局長に提

出。

第27期第２四半期（自　平成22年５月21日　至　平成22年８月20日）平成22年10月４日関東財務局長に提

出。

第27期第３四半期（自　平成22年８月21日　至　平成22年11月20日）平成22年12月28日関東財務局長に提

出。　

　

(4) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第26期）（自　平成21年２月21日　至　平成22年２月20日）平成22年６月４日関東財務局長に

提出。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年５月18日

株式会社ツヴァイ

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　竹　　貴　　也　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ツヴァイの平成21年２月21日から平成22年２月20日までの第26期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ツヴァイの平成22年２月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ツヴァイ

の平成22年２月20日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ツヴァイが平成22年２月20日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

82/84



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年５月12日

株式会社ツヴァイ

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　竹　　貴　　也　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ツヴァイの平成22年２月21日から平成23年２月20日までの第27期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ツヴァイの平成23年２月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ツヴァイ

の平成23年２月20日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ツヴァイが平成23年２月20日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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